
別紙様式第 21号 

 申請日 ２０２１年７月１日 

 

一般社団法人 投 資信託協 会 

会 長 殿 

 

（商号又は名称）しんきんアセットマネジメント投信株式会社 

（代表者）             取締役社長  花岡 隆司   

 

正会員の財務状況等に関する届出書 
 

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する規則

第 10 条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。 

 

１【委託会社等の概況】 

（１）資本の額 

200百万円(本書提出日現在) 

発行可能株式総数  16,000株 

発行済株式総数    4,000株 

最近５年間における主な資本の額の増減はありません。 

 

（２）当社の機構 

○会社の意思決定機構 

業務執行上重要な事項は、取締役会の決議をもって決定します。取締役は、株主総会において選任

され、その任期は就任後１年以内の最終の決算期に関する定時株主総会の終結の時までです。ただし、

補欠または増員で選任された取締役の任期は、現任取締役の任期の満了の時までとします。 

取締役会は、代表取締役を選任し、代表取締役は、会社を代表し、取締役会の決議に従い業務を執

行します。また、取締役会は、その決議をもって、取締役社長１名、専務取締役および常務取締役若

干名を置くことができます。 

取締役会は、法令に別段の定めがある場合を除き、原則として取締役社長が招集します。取締役会

の議長は、原則として取締役社長がこれにあたります。 

取締役会の決議は、取締役の過半数が出席して、出席取締役の過半数をもって決します。 

 

○投資運用の意思決定機構 

① 商品企画体制 

・投資政策委員会 

当委員会において、事務局である運用本部運用企画部が情報を収集し、投資環境、運用環境、

販売環境に適合した商品企画案を提出します。また当委員会は、新規設定する商品に関する基本

的な重要事項について協議し、委員長がこれを決定します。 

 

② 運用体制 

・投資政策委員会 

当委員会において、経済環境、資産別市場見通しならびに投資環境等を検討し、基本的な運用 

方針、運用戦略について協議し、委員長がこれを決定します。また、基本的な投資方針等に基づ 

 



いて、ファンド運用についての具体的なガイドライン、方策を審議、決定するとともに、個別銘

柄についての分析を行い、投資対象銘柄を選定します。経営管理部は、各ファンドの運用成績、

ポートフォリオの運用内容等について考査し、当委員会に報告を行います。 

・コンプライアンス・運用管理委員会 

当委員会において、事務局である経営管理部は、信託財産の運用リスク管理状況ならびに運用 

に関する法令・諸規則および諸決定事項の遵守状況等の報告を行います。また、トレーディング 

部は、取引先リスク等の報告を行います。 

 

③ コンプライアンス管理体制 

取締役会の下で法令等遵守に関する問題を一元管理するため、以下のとおりコンプライアンス管

理体制を敷いています。 

 

・コンプライアンス・運用管理委員会を設置し、コンプライアンスに関する事項全般について審議

します。 

・コンプライアンスに関する事項を統括する部門として、コンプライアンス担当部門を設置すると

ともに、コンプライアンス関連部門を設置します。 

・コンプライアンス統括責任者を社長、コンプライアンス管理責任者を経営管理部長とし、コンプ

ライアンス責任者を各部門長とします。また、各部門におけるコンプライアンスの推進および徹

底を実践するため、各部門にコンプライアンス担当者を配置します。 

・全部門から独立した内部監査部門を設置し、コンプライアンス管理の適切性・有効性を検証・評

価します。 

 

※上記の内容は、今後変更となる場合があります。 

 

２【事業の内容及び営業の概況】 

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である当社は、証券投資信託の 

設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業） 

を行います。また、「金融商品取引法」に定める第二種金融商品取引業に係る業務の一部および投 

資助言業務を行います。 

当社の運用する証券投資信託は、2021年5月31日現在、以下のとおりです。 

（親投資信託を除きます。） 

  (単位：百万円) 

種類 本数 純資産総額 

追加型株式投資信託 84 863,430 

単位型公社債投資信託 19 68,702 

単位型株式投資信託 55 133,437 

合計 158 1,065,569 

（注）純資産総額は百万円未満を切り捨てしています。 

 



３【委託会社等の経理状況】 

 

１． 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和

38 年大蔵省令第 59号）、ならびに同規則第 2条の規定に基づき、「金融商品取引業

等に関する内閣府令」（平成 19年 8月 6日内閣府令第 52号）により作成しておりま

す。 

 

２． 財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

３． 当社は、金融商品取引法第 193 条の 2第 1項の規定に基づき、事業年度（2020 年 4

月 1 日から 2021 年 3 月 31 日まで）の財務諸表について、EY 新日本有限責任監査法

人の監査を受けております。 

 



１ 財務諸表 

 

（１）【貸借対照表】 

  
前事業年度 当事業年度 

（2020 年 3 月 31 日現在） （2021 年 3 月 31 日現在） 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

(資産の部）  千円 千円 千円 千円 

流動資産      

現金・預金 *2  6,105,781  6,652,162 

前払費用   18,738  24,867 

未収入金   －  13 

未収委託者報酬   472,704  521,584 

未収運用受託報酬 *2  7,811  7,827 

未収収益   50  13 

その他の流動資産   2,890  4,099 

流動資産計   6,607,976  7,210,568 

固定資産      

有形固定資産 *1  82,167  67,627 

建物  64,512  57,883  

器具備品  17,654  9,744  

無形固定資産   27,614  27,218 

ソフトウェア  26,308  25,925  

電話加入権  959  959  

その他  346  333  

投資その他の資産   44,757  40,268 

投資有価証券  2,479  1,344  

長期前払費用  4,648  2,556  

繰延税金資産  37,628  36,367  

固定資産計   154,539  135,114 

資産合計   6,762,516  7,345,683 
  



  
前事業年度 当事業年度 

（2020 年 3 月 31 日現在） （2021 年 3 月 31 日現在） 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

(負債の部)  千円 千円 千円 千円 

流動負債      

未払金   348,153  386,391 

未払手数料 *2 298,154  326,663  

その他未払金  49,999  59,727  

未払法人税等   236,742  133,176 

未払消費税等   60,459  21,468 

未払事業所税   2,020  2,070 

賞与引当金   71,102  75,201 

その他の流動負債   4,016  4,323 

流動負債計   722,494  622,632 

固定負債      

退職給付引当金   109,538  120,397 

役員退職慰労引当金   17,951  32,355 

固定負債計   127,489  152,752 

負債合計   849,984  775,385 

(純資産の部)  千円 千円 千円 千円 

株主資本   5,912,551  6,570,454 

資本金   200,000  200,000 

利益剰余金   5,712,551  6,370,454 

利益準備金  2,000  2,000  

その他利益剰余金  5,710,551  6,368,454  

別途積立金  4,650,000  5,560,000  

繰越利益剰余金  1,060,551  808,454  

評価・換算差額等   △20  △156 

その他有価証券評価差額金  △20  △156  

純資産合計   5,912,531  6,570,298 

負債・純資産合計   6,762,516  7,345,683 
 



（２）【損益計算書】 

  

前事業年度 

自 2019年4月 1日 

至 2020年3月31日 

当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

営業収益  千円 千円 千円 千円 

委託者報酬   5,673,201  5,125,325 

運用受託報酬 *1  132,189  99,617 

営業収益計   5,805,390  5,224,942 

営業費用      

支払手数料 *1  2,798,780  2,510,182 

広告宣伝費   37,672  30,252 

調査費   590,453  633,852 

調査研究費  389,905  431,831  

委託調査費  200,547  202,020  

営業雑経費   67,426  66,540 

印刷費  59,367  57,538  

郵便料  169  193  

電信電話料  2,424  3,323  

協会費  5,464  5,484  

営業費用計   3,494,332  3,240,827 

一般管理費      

給料   587,623  609,880 

役員報酬  53,299  62,524  

給料・手当  386,160  399,530  

賞与  62,682  59,582  

法定福利費  77,704  81,816  

福利厚生費  4,833  6,425  

その他給料  2,943  -  

賞与引当金繰入   71,102  75,201 

退職給付費用   62,160  62,682 

役員退職慰労引当金繰入   10,803  14,403 

交際費   3,715  1,255 

旅費交通費   10,463  1,622 

租税公課   26,856  22,600 

不動産賃借料   62,753  62,833 

固定資産減価償却費   30,023  27,327 

諸経費   131,389  145,001 

一般管理費計   996,891  1,022,808 

営業利益   1,314,166  961,307 

営業外収益      

受取利息 *1  145  114 

受取配当金   17  133 

その他営業外収益   263  317 

営業外収益計   426  565 

営業外費用      

雑損失   938  1,257 

営業外費用計   938  1,257 

経常利益   1,313,653  960,614 

  



  

前事業年度 

自 2019年4月 1日 

至 2020年3月31日 

当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

科  目 
注記 

番号 
金 額 金 額 

  千円 千円 千円 千円 

税引前当期純利益   1,313,653  960,614 

法人税、住民税および事業税   406,739  301,451 

法人税等調整額   2,040  1,260 

当期純利益   904,874  657,902 

 



（３）【株主資本等変動計算書】 

 前事業年度（自 2019年 4月 1日 至 2020年 3月 31日） 

(単位：千円) 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 200,000 2,000 3,830,000 975,677 4,807,677 5,007,677 

当期変動額       

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― 

別途積立金の積立 ― ― 820,000 △820,000 ― ― 

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― 

当期純利益 ― ― ― 904,874 904,874 904,874 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
― ― ― ― ― ― 

当期変動額合計 ― ― 820,000 84,874 904,874 904,874 

当期末残高 200,000 2,000 4,650,000 1,060,551 5,712,551 5,912,551 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

当期首残高 13 13 5,007,690 

当期変動額    

新株の発行 ― ― ― 

剰余金の配当 ― ― ― 

別途積立金の積立 ― ― ― 

別途積立金の取崩 ― ― ― 

当期純利益 ― ― 904,874 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
△33 △33 △33 

当期変動額合計 △33 △33 904,840 

当期末残高 △20 △20 5,912,531 



 
 当事業年度（自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31日） 

(単位：千円) 

 

株主資本 

資本金 

利益剰余金 

株主資本 

合計 利益 

準備金 

その他利益剰余金 利益 

剰余金 

合計 
別途 

積立金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 200,000 2,000 4,650,000 1,060,551 5,712,551 5,912,551 

当期変動額       

新株の発行 ― ― ― ― ― ― 

剰余金の配当 ― ― ― ― ― ― 

別途積立金の積立 ― ― 910,000 △910,000 ― ― 

別途積立金の取崩 ― ― ― ― ― ― 

当期純利益 ― ― ― 657,902 657,902 657,902 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
― ― ― ― ― ― 

当期変動額合計 ― ― 910,000 △252,097 657,902 657,902 

当期末残高 200,000 2,000 5,560,000 808,454 6,370,454 6,570,454 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算差額等 

合計 

当期首残高 △20 △20 5,912,531 

当期変動額    

新株の発行 ― ― ― 

剰余金の配当 ― ― ― 

別途積立金の積立 ― ― ― 

別途積立金の取崩 ― ― ― 

当期純利益 ― ― 657,902 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額） 
△135 △135 △135 

当期変動額合計 △135 △135 657,766 

当期末残高 △156 △156 6,570,298 

 



 

重要な会計方針 

 当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

1.有価証券の評価基準及び評

価方法 

その他有価証券 

時価のあるもの：投資信託は、期末前１か月の市場価格

の平均に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

 

2.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

定額法を採用しております。 

主な耐用年数は以下のとおりです。 

建 物 3 年 ～ 50 年 

器 具 備 品 3 年 ～ 20 年 
 

  

(2)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づいております。 

 

3.引当金の計上基準 

 

(1)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給

見込額に基づき計上しています。 

 

 (2)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における

退職給付債務を計上しております。 

なお、退職給付引当金の対象従業員が 300 名未満である

ため、簡便法によっており、退職給付債務の金額は当事業

年度末における自己都合要支給額としております。 

 

 (3)役員退職慰労引当金 

当社常勤役員の退職慰労金の支給に充てるため、「常勤

役員退職慰労金規程」に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。 

 

4.その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ています。 

なお、仮払消費税等および仮受消費税等は相殺のうえ、

未払消費税等として表示しております。 

 

  



 

未適用の会計基準等 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日） 

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 2020年3月31日） 

（1）概要 

収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用

し認識されます。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

（2）適用予定日 

2022年3月期の期首より適用予定であります。 

（3）当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。 

 

・「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年7月4日） 

・「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年7月4日） 

・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年7月4日） 

・「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年3月31日） 

（1）概要 

国際的な会計基準の定めとの比較可能性を向上させるため、「時価の算定に関する会

計基準」および「時価の算定に関する会計基準の適用指針（以下「時価算定会計基準等」

という。）」が開発され、時価の算定方法に関するガイダンス等が定められました。時

価算定会計基準等は次の項目の時価に適用されます。 

・「金融商品に関する会計基準」における金融商品 

また「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」が改訂され、金融商品の時価のレ

ベルごとの内訳等の注記事項が定められました。 

（2）適用予定日 

2022年3月期の期首より適用予定であります。 

（3）当該会計基準等の適用による影響 

影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。 

  



 

注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

 前事業年度 

(2020 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(2021 年 3 月 31 日現在) 

建  物 70,422 千円 77,047 千円 

器具備品 48,310 千円 48,009 千円 

 

＊２ 関係会社項目 

関係会社に対する資産および負債には区分掲記されたもののほか次のものがあります。 

 前事業年度 

(2020 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(2021 年 3 月 31 日現在) 

普通預金 4,911,204 千円 5,490,924 千円 

定期預金 1,000,000 千円 1,000,000 千円 

未収運用受託報酬 2,655 千円 3,150 千円 

未払手数料 135,102 千円 148,731 千円 

 

 

(損益計算書関係) 

 

＊１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

 前事業年度 

自 2019年4月 1日 

至 2020年3月31日 

当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

運用受託報酬 123,017 千円 90,790 千円 

受取利息 143 千円 112 千円 

支払手数料 2,333,403 千円 2,028,702 千円 

 

  



 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日） 

１． 発行済株式および総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 4 ― ― 4 

計 4 ― ― 4 

 

当事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

１． 発行済株式および総数に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(千株) 4 ― ― 4 

計 4 ― ― 4 

 

（リース取引関係） 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 



 

(金融商品関係) 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

資産運用については短期的な預金等に限定しており、投機的な取引は行なわない方針で

あります。 

当社は投資運用業を営んでおり、投資家のニーズに対応した投資信託を適時適切に設定

することを目的として、当社が運用を行う投資信託を直接保有しております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に対し

て支払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されてい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

投資有価証券は、投資信託であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

投資信託については、時価の動向を定期的に把握して経営に報告しております。 

また、投資信託に係るリスクに関しては、取締役会において１銘柄当たりの取得金額お

よび取得金額の合計額に係る上限金額を設定しており、リスクは極めて限定的であると認

識しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2020 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

通りであります。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金・預金 6,105,781 6,105,781 ― 

(2)未収委託者報酬 472,704 472,704 ― 

(3)未収運用受託報酬 7,811 7,811 ― 

(4)投資有価証券 2,479 2,479 ― 

資産計 6,588,776 6,588,776 ― 

(5)未払手数料 298,154 298,154 ― 

(6)その他未払金 49,999 49,999 ― 

(7)未払法人税等 236,742 236,742 ― 

(8)未払消費税等 60,459 60,459 ― 

(9)未払事業所税 2,020 2,020 ― 

負債計 647,375 647,375 ― 

 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法  

(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(5)未払手数料、(6)その他未

払金、(7)未払法人税等、(8)未払消費税等、(9)未払事業所税 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価



額によっております。 

(4)投資有価証券 

投資信託は、基準価額によっております。 

 

(注 2) 金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 １年以内 １年超 

(1)預金 6,105,476 6,105,476 ― 

(2)未収委託者報酬 472,704 472,704 ― 

(3)未収運用受託報酬 7,811 7,811 ― 

合計 6,585,991 6,585,991 ― 

 



当事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

資産運用については短期的な預金等に限定しており、投機的な取引は行なわない方針で

あります。 

当社は投資運用業を営んでおり、投資家のニーズに対応した投資信託を適時適切に設定

することを目的として、当社が運用を行う投資信託を直接保有しております。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に対し

て支払われる信託報酬の未払金額であり、信託財産は受託銀行において分別保管されてい

るため、信用リスクはほとんどないと認識しております。 

投資有価証券は、投資信託であり、市場価格の変動リスクに晒されております。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

投資信託については、時価の動向を定期的に把握して経営に報告しております。 

また、投資信託に係るリスクに関しては、取締役会において１銘柄当たりの取得金額お

よび取得金額の合計額に係る上限金額を設定しており、リスクは極めて限定的であると認

識しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

2021 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次の

通りであります。 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金・預金 6,652,162 6,652,162 ― 

(2)未収委託者報酬 521,584 521,584 ― 

(3)未収運用受託報酬 7,827 7,827 ― 

(4)投資有価証券 1,344 1,344 ― 

資産計 7,182,918 7,182,918 ― 

(5)未払手数料 326,663 326,663 ― 

(6)その他未払金 59,727 59,727 ― 

(7)未払法人税等 133,176 133,176 ― 

(8)未払消費税等 21,468 21,468 ― 

(9)未払事業所税 2,070 2,070 ― 

負債計 543,107 543,107 ― 

(注 1) 金融商品の時価の算定方法 

(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬、(5)未払手数料、(6)その他未

払金、(7)未払法人税等、(8)未払消費税等、(9)未払事業所税 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。 

(4)投資有価証券 

投資信託は、基準価額によっております。 

 



 (注 2) 金銭債権および満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

(単位：千円) 

 貸借対照表計上額 １年以内 １年超 

(1)預金 6,651,897 6,651,897 ― 

(2)未収委託者報酬 521,584 521,584 ― 

(3)未収運用受託報酬 7,827 7,827 ― 

合計 7,181,309 7,181,309 ― 

 



 

（有価証券関係） 

 １．その他有価証券 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日） 

(単位：千円) 

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

 投資信託 

  

 

1,071 

   

 

1,000 

   

 

71 

 

小計  1,071   1,000   71  

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 投資信託 

 

 

 

1,408 

  

 

 

1,500 

 

  

 

△91 

 

小計  1,408   1,500   △91  

合計  2,479   2,500   △20  

 

 

当事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日）        

(単位：千円) 

区分 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

 投資信託 

  

 

698 

   

 

500 

   

 

198 

 

小計  698   500   198  

貸借対照表計上額が 

取得原価を超えないもの 

 投資信託 

 

 

 

645 

  

 

 

1,000 

 

  

 

△354 

 

小計  645   1,000   △354  

合計  1,344   1,500   △156  

 

２．事業年度中に売却したその他有価証券 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

当事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

   該当事項はありません。 

 

（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（自 2019 年 4 月 1 日 至 2020 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 



当事業年度（自 2020 年 4 月 1 日 至 2021 年 3 月 31 日） 

該当事項はありません。 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度と厚生年金基金制度を併用してお

ります。当社が有する退職一時金制度については、簡便法により退職給付引当金および

退職給付費用を計算しております。 

また、当社が加入する厚生年金基金制度は、複数事業主制度の厚生年金基金制度であ

り、当社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、当該

年金制度への拠出額を退職給付費用として計上しております。 

 

２．確定給付制度 

（１）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

 

前事業年度 

(2020 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(2021 年 3 月 31 日現在) 

  千円   千円  

退職給付引当金の期首残高  102,601   109,538  

退職給付費用  15,713   16,733  

退職給付の支払額  △8,777   △5,873  

制度への拠出額  ―   ―  

退職給付引当金の期末残高  109,538   120,397  

 

（２）退職給付債務および年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金

および前払年金費用の調整表 

 

前事業年度 

(2020 年 3 月 31 日現在) 

当事業年度 

(2021 年 3 月 31 日現在) 

  千円   千円  

非積立型制度の退職給付債務  109,538   120,397  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額   109,538   120,397  

退職給付引当金  109,538   120,397  

貸借対照表に計上された負債と資産の純額   109,538   120,397  

 

（３）退職給付費用 

 前事業年度 

自 2019年4月 1日 

至 2020年3月31日 

当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

簡便法で計算した退職給付費用  
千円 

15,713 
  

千円 

16,733 
 

 



３．複数事業主制度 

確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出

額は、前事業年度 40,250 千円、当事業年度 43,129 千円であります。 

 前事業年度 

自 2019年4月 1日 

至 2020年3月31日 

当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

(１) 直近の積立状況に関する事項 (2019 年 3 月 31 日現在) (2020 年 3 月 31 日現在) 

   千円   千円  

 年金資産の額  1,650,650,110   1,575,980,891  

 年金財政計算上の数理債務の額と 

最低責任準備金の額との合計額(注) 

 1,782,453,404   1,718,649,720  

 差引額  △131,803,293   △142,668,829  

(２) 掛金に占める当社の拠出割合 (2019 年 3 月分) (2020 年 3 月分) 

  0.0746％ 0.0836％ 

(３) 補足説明 上記（１）の差引額の主

な要因は、年金財政計算上

の過去の勤務債務残高

180,752,834 千円および年

金財政計算上の別途積立金

48,949,540 千円でありま

す。 

本制度における過去勤務

債務の償却方法は、期間 19

年 0 か月の元利均等定率償

却であります。 

 

上記（１）の差引額の主

な要因は、年金財政計算上

の過去の勤務債務残高

189,351,085 千円および年

金財政計算上の別途積立金

46,682,256 千円でありま

す。 

本制度における過去勤務

債務の償却方法は、期間 19

年 0 か月の元利均等定率償

却であります。 

 

 

 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 前事業年度 

(2020 年 3 月 31 日現在) 

 当事業年度 

(2021 年 3 月 31 日現在) 

繰延税金資産 千円  千円 

 賞与引当金繰入限度超過額 21,771  23,026 

 役員退職慰労引当金 5,496  9,907 

 退職給付引当金繰入限度超過額 33,540  36,865 

 未払事業税 12,019  9,243 

 未払事業所税 618  634 

 その他有価証券評価差額金 6  47 

 その他 3,219  3,463 

繰延税金資産 小計 76,671  83,188 

 評価性引当額 △39,043  △46,820 

繰延税金資産 合計 37,628  36,367 

    

繰延税金負債 千円  千円 

 その他有価証券評価差額金 ―  ― 

繰延税金負債 合計 ―  ― 

繰延税金資産の純額 37,628  36,367 

     

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

当該差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の 100

分の 5 以下であるため注記を省略しております。 



（セグメント情報等） 

前事業年度（自 2019年 4月 1日 至 2020年 3月 31 日） 

１．セグメント情報 

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、

製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の 90%を超えるため、

地域ごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超える

ため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称または氏名 営業収益 

信金中央金庫 123,017 

なお、営業収益の金額は、運用受託報酬について表示しております。 

 

当事業年度（自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31 日） 

１．セグメント情報 

当社は、投資運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

２．関連情報 

（１）製品・サービスごとの情報 

当社の製品・サービス区分の決定方法は、損益計算書の営業収益の区分と同一であることから、

製品・サービスごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

（２）地域ごとの情報 

①売上高 

本邦の外部顧客からの営業収益に区分した金額が損益計算書の営業収益の 90%を超えるため、

地域ごとの営業収益の記載を省略しております。 

 

 



②有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の 90％を超える

ため、地域ごとの有形固定資産の記載を省略しております。 

 

（３）主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 

顧客の名称または氏名 営業収益 

信金中央金庫 90,790 

なお、営業収益の金額は、運用受託報酬について表示しております。 



（関連当事者情報） 

前事業年度（自 2019年 4月 1日 至 2020年 3月 31日） 

１．関連当事者との取引 

(１)親会社および法人主要株主等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社 信金中央

金庫 

東京都 

中央区 

690,998 

百万円 

信用金

庫連合

会事業 

直接 

(被所有) 

 100％ 

兼任 1

人 

証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

投資信託

の代行手

数料 

2,333,403 

千円 

未払 

手数料 

135,102 

千円 

運用受託

報酬 

123,017 

千円 

  

出向者 

人件費 

73,481 

千円 

  

事務所 

賃借料 

49,958 

千円 

  

 

(２)兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社

の子会

社 

しんきん

証券株式

会社 

東京都 

中央区 

20,000 

百万円 

証券業 ― なし 証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

投資信託

の代行手

数料 

424,462 

千円 

 

未払 

手数料 

 

85,994 

千円 

 

（注）１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

信託約款に定める受益者の負担する信託報酬のうち、委託者報酬分の配分を両者協議のうえ合理的に

決定しております。 

また、上記の他預金取引がありますが、取引条件が一般の取引と同等であることが明白な取引である

ため記載しておりません。 

 

２．親会社に関する注記 

親会社情報 

信金中央金庫（東京証券取引所に上場） 

 



当事業年度（自 2020年 4月 1日 至 2021年 3月 31日） 

１．関連当事者との取引 

(１)親会社および法人主要株主等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社 信金中央

金庫 

東京都 

中央区 

690,998 

百万円 

信用金

庫連合

会事業 

直接 

(被所有) 

 100％ 

兼任 1

人 

証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

投資信託

の代行手

数料 

2,028,702 

千円 

未払 

手数料 

148,731 

千円 

運用受託

報酬 

90,790 

千円 

  

出向者 

人件費 

58,911 

千円 

  

事務所 

賃借料 

49,958 

千円 

  

 

(２)兄弟会社等 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

または 

出資金 

事業の

内容 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関係内容 

取引内容 取引金額 科目 期末残高 役員

の兼

務等 

事業上の

関係 

親会社

の子会

社 

しんきん

証券株式

会社 

東京都 

中央区 

20,000 

百万円 

証券業 ― なし 証券投資

信託受益

証券の募

集販売 

投資信託

の代行手

数料 

438,730 

千円 

 

未払 

手数料 

 

93,587 

千円 

 

（注）１．記載金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

信託約款に定める受益者の負担する信託報酬のうち、委託者報酬分の配分を両者協議のうえ合理的に

決定しております。 

また、上記の他預金取引がありますが、取引条件が一般の取引と同等であることが明白な取引である

ため記載しておりません。 

 

２．親会社に関する注記 

親会社情報 

信金中央金庫（東京証券取引所に上場） 



 

（1株当たり情報） 

 前事業年度 

自 2019年4月 1日 

至 2020年3月31日 

当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

１株当たり純資産額 1,478,132円 90 銭 1,642,574円 61 銭 

１株当たり当期純利益金額 226,218円 53銭 164,475円 67銭 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりま

せん。 

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

前事業年度 

自 2019年4月 1日 

至 2020年3月31日 

当事業年度 

自 2020年4月 1日 

至 2021年3月31日 

当期純利益金額 904,874千円 657,902千円 

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円 

普通株式に係る当期純利益金額 904,874千円 657,902千円 

期中平均株式数 4,000 株 4,000 株 

 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 



 

公開日    ２０２１年 ７月 ２日 
作成基準日  ２０２１年 ６月１４日 

 
本店所在地    東京都中央区京橋三丁目８番１号 
お問い合わせ先            企画総務部 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

２０２１年６月１４日 

しんきんアセットマネジメント投信株式会社 

取 締 役 会  御 中  

 

東 京 事 務 所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 小 松 﨑  謙  

監査意見 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、 

「委託会社等の経理状況」に掲げられているしんきんアセットマネジメント投信株式会社の

２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの第３１期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の

注記について監査を行った。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、しんきんアセットマネジメント投信株式会社の２０２１年３月３１日現在の

財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見

表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備

及び運用することが含まれる。 

 財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成する

ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。 

 監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。 

EY新日本有限責任監査法人



財務諸表監査における監査人の責任 

 監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において

独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬に

より発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を

与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

 監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に

よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、

監査に関連する内部統制を検討する。 

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、

入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は

状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する

重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起

すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、

財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査

報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続

企業として存続できなくなる可能性がある。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているか

どうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められている

その他の事項について報告を行う。 

 監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を

除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以  上 

（注） 上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途
保管しております。 
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